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１.当社の概況および組織に関する事項 

(1) 商号、登録年月日、登録番号 

商号    ： 株式会社ＦＸＣＭジャパン 

登録年月日 ： 平成 19 年９月 30 日 

登録番号  ： 関東財務局長(金商）第 257 号 

 

(2) 会社の沿革および経営の組織 

① 沿革 （平成 23 年３月 31 日現在） 

平成 13 年 

 

６月 （株）フォレックス・キャピタル・マーケッツ・ジャパン（以

下、ＦＸＣＭジャパン）設立 （本社：東京都新宿区、資本

金 10 百万円）、米国 Forex Capital Markets LLC（以下、Ｆ

ＸＣＭ）と提携、ホームページ上での紹介業務開始 

11 月 本社を東京都千代田区飯田橋に移転 

平成 14 年 ４月 

 

ＪＰＹレギュラー（日本円建て、10 万通貨単位）の取り扱い

を開始 

５月 ＦＸＣＭを割当先とする第三者割当増資を実施 

平成 15 年 

 

 

 

 

 

４月 お客様と直接取引を行う新商品『トレーディングステーショ

ン』開始 

４月 上田ハーロー（株）を割当先とする第三者割当増資を実施 

８月 『トレーディングステーション』の口座数がサービス開始後

４ヶ月間で 1,000 口座突破 

10 月 本社を東京都千代田区九段南に移転 

平成 16 年 ５月 上田ハーロー（株）を割当先とする第三者割当増資を実施 

８月 お客様専用情報サイト「ＦＸ Trading Force」稼動 

10 月 開示情報公開 

平成 17 年 １月 取引手数料完全無料、最低取引単位が 10 万通貨単位の新商

品 『トレーディングステーション・プレミアム』開始 

４月 （株）ジャフコ、みずほ証券（株）、役職員等を割当先とす

る第三者割当増資を実施 

６月 持株会社設立による経営統合実施 ㈱ＧＣＩキャピタルの

100％出資子会社化 

８月 本社を東京都千代田区九段北に移転 

『トレーディングステーション』取引手数料完全無料化 

10 月 株式会社ＦＸＣＭジャパンに社名変更 

11 月 金融先物取引業の登録完了 

関東財務局長（金先）第 57 号 

社団法人金融先物取引業協会に加入 

平成 18 年 ４月 (株)ＧＣＩキャピタルによる株主割当増資を実施 

平成 19 年 ７月 本社を東京都千代田区西神田に移転 

12 月 第一種金融商品取引業の登録完了 



 4

関東財務局長（金商）第 257 号 

平成 20 年 ６月 市場リスクを取らず、銀行間市場へ取り次ぐＥＥ方式にカバ

ー取引形態を変更 

６月 (株)ＧＣＩキャピタルによる株主割当増資を実施 

９月 『トレーディングステーション』と『トレーディングステー

ション・プレミアム』を統合、新サービスプランを開始 

12 月 システム・トレード『ＦＸ system selector（らくちんＦＸ）』

サービスを開始 

平成 21 年 ９月 『ＴＳタイト』サービス開始 

平成 22 年 ４月 コーポレートサイトを全面リニューアル 

５月 『トレーディングステーション』の最低取引を 1000 通貨単

位にリニューアル 

６月 トレーディングステーションの「法人コース」サービス開始

７月 『シストレステーション』サービス開始 

平成 23 年 ２月 「法人コース」廃止 

全法人口座に全通貨ペア一律の維持証拠金を適用 

４月 （株）ＧＣＩキャピタルとＯＤＬ ＪＡＰＡＮ（株）におい

て、当社株式 100%譲渡を実施 

 

② 経営の組織（平成 23 年３月 31 日現在） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

株 主 総 会 

監 査 役

コンプライアンス部 
 

内部統制・内部管理体制指導

監督官庁への対応 
関係諸法令遵守指導 
広告宣伝内容・補正処理・保

全信託の監視 
反社会勢力等の審査 
顧客動向等モニタリング 
紛争等の対応 
内部監査業務 

管 理 部 
 

人事・総務 
経理・財務 
予算作成・管理 
リスク管理 
区分管理等運営・管理 
顧客の口座開設及び各種事務

手続き等 
顧客の入出金・振替 
 
 

システム業務部 
 

システム開発・運用 

システムリスク基本方針策

定・管理 

システム提供元に対する管理 

データベース構築運用 

システム安全・障害対策・コ

ンティンジェンシープラン 

個人情報に係る技術的安全管

理 

ネットワークシステム管理 

取 締 役 会 

代表取締役会長兼社長 

カスタマー・サポート部 
 

顧客サポート業務 

障害時対応・補正処理 

CS 向上推進 顧客対応業務 

金融商品取引に係る問合わせ・

苦情対応 

カバー取引執行に関する事項 

広告宣伝企画立案・推進 
各種セミナー企画・運営・実施

新規事業・新商品企画・開発 

プログラム売買管理 

代表取締役副社長 
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（3）株主の状況（平成 23 年３月 31 日現在） 

 

株  主  名 
当社への出資状況 

持株数 議決権比率 

ＯＤＬ ＪＡＰＡＮ株式会社 2,465 株 100％ 

 

（4）取締役および監査役の氏名および役職名（平成 23 年３月 31 日現在） 

  代表取締役会長兼社長     山 内 英 貴 

  代表取締役副社長       飯 田 和 則 

  取締役            藤 江 典 雄 

  取締役            水 島 謙 司 

  取締役（非常勤）       尾 関 高 

  監査役            樋 田 俊 一 

  監査役            山 田 修 二 

 

（5）法令等を遵守させるための指導に関する業務を統括する使用人の氏名（平成 23 年３月 31 日現在） 

コンプライアンス部長  水 島 謙 司 

 

（6）本店その他の営業所の名称および所在地（平成 23 年３月 31 日現在） 

  本店   東京都千代田区西神田三丁目８番１号 

 

（7）営んでいる業務の種類 

インターネットを介したオンライン外国為替証拠金取引システムの提供 

＜業務の目的＞ 

１.外国為替取引業 

２.第１種金融商品取引業 

３.第２種金融商品取引業 

４.投資運用業 

５.投資助言・代理業 

６.出版業 

７.広告代理業 

８.コンピュータのソフトウェア、ハードウェア及びその周辺機器の設計、開発、販売、ライセンス供 

与、輸出入並びにコンサルティング業務 

９.コンピュータネットワークシステムの設計、開発、販売、ライセンス供与、管理、運営及びコンサ 

ルティング業務 

  10.投資教育・投資情報提供業 

  11.コンサルティング業 

  12.前各号に掲げる事業を営む会社の株式を所有することによる、当該会社の事業活動の支配・管理 

13.前各号に附帯する一切の業務 
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（8）加入している投資保護基金、証券業協会および証券取引所など 

社団法人 金融先物取引業協会 
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２. 業務の状況に関する事項 

（1）当事業年度の業務概要 

平成 22 年４月１日から平成 23 年３月 31 日までの、第 10 期会計年度における事業の概況を次の

とおりご報告申し上げます。 

当会計年度における我が国経済は、企業収益の改善など景気持ち直しが期待されたものの、平成

23 年３月 11 日に発生した東日本大震災により、被災地の直接的な被害、自動車や電機など主力製造

業も工場損壊や停電のため生産停滞の長期化は避けられず、さらに原発事故の深刻化や巨大余震、

消費低迷など不安材料が山積しております。 

また、３月 17 日の外国為替市場では円相場は一時、１ドル＝76 円 25 銭まで急騰し、1995 年４月

につけた 79 円 75 銭の戦後最高値を、約 16 年ぶりに更新いたしました。 

株式市場においては、日経平均株価は期初 11,000 円台から８月には安値 8,800 円台まで下落し、

その後は一進一退を繰り返し 12 月には 10,000 円台まで回復いたしましたが、３月 15 日にはザラ場

安値 8,227.63 円をつけ３月末終値は 9,775.10 円となり、当事業年度末は期初に比べて 12％程度下

落して終了しました。 

このような市場環境の下、８月からは内閣府令の改正に伴い、レバレッジ規制（５０倍）が導入

され取引高は減少いたしましたが、６月に導入した「法人コース」やセミナーなどの成果が徐々に

表れ、３月は相場の影響もあり、レバレッジ規制前の水準まで取引高が回復いたしました。 

当社は３月 1 日付けにて、同じく株式会社ＧＣＩキャピタルの 100％子会社である株式会社ＧＣＩ

総研と合併し、経営効率を向上させました。 

３月 31 日には当社親会社である株式会社ＧＣＩキャピタルが、当社の全株式を米国ＦＸＣＭ，Ｉ

ｎｃの関係会社であるＯＤＬ ＪＡＰＡＮ株式会社に譲渡し、当社は個人向けオンラインＦＸ取引お

よび金融業者向け取引サービスを提供する世界のリーディングＦＸカンパニーであるＦＸＣＭグルー

プの一員となりました。 

しかしながら、多くの顧客が外貨買い／円売りのポジションを保有する中で顧客資産の損失は拡

大を続け、年間を通じて取引高は伸び悩むこととなりました。 

この結果、当社の当会計年度の営業収益は 1,311 百万円（前事業年度比 518 百万円減）となりま

した。営業費用につきましては、業務委託費などの削減に努めた結果、1,193 百万円（前事業年度比

801 百万円減）となり、営業利益は 118 百万円（前事業年度は営業損失 165 百万円）となりました。

営業外損益におきましては、受取利息の貢献により 54 百万円等を営業外収益に計上したため、経常

利益は 168 百万円（前事業年度は経常損失 131 百万円）となり、特別損失として、減損損失 1,078

百万円等を計上し、当期純損失は 953 百万円（前事業年度は当期純損失 252 百万円）となりました。

なお、当会計年度末における顧客口座数は 91,861 口座（前事業年度比 13,394 口座増）、預り顧客

証拠金は 12,355 百万円（前事業年度比 399 百万円増）となりました。 
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（2）業務の状況を示す指標 

  当社の直近３事業年度における業務に係る主要な計数等の状況は次のとおりであります。 

① 経営成績                       

（単位：百万円、株）   

 

② 内訳 

（単位：百万円）   

 第８期 第９期 第 10 期 

受入手数料 － 58 43 

外国為替取引損益 3,349 1,863 1,353 

その他 28 60 53 

 

③ トレーディング損益その他の自己取引に係る損益の内訳 

該当事項はありません。 

 

④ 株式の売買高およびその受託の取扱高 

該当事項はありません。 

 

⑤ 国債証券、社債券、株券および投資信託の受益証券の引受高、売出高および募集、売出しまたは

私募の取扱高 

    該当事項はありません。 

 

⑥ その他の業務の状況 

該当事項はありません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 第８期 第９期 第 10 期 

営 業 収 益 3,378 1,982 1,450 

純 営 業 収 益 3,291 1,829 1,311 

経 常 利 益 △126 △131 168 

当 期 純 利 益 △75 △252 △953 

資   本   金 1,000 1,000 1,000 

発行済株式の総数 2,465 2,465 2,465 
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（3）自己資本規制比率  

(単位：百万円) 

 第８期 第９期 第 10 期 

固定化されていない自己資本   （A） 3,901 2,079 862

リスク相当額（C + D + E）    （B） 1,003 614 388

 

 

 

市場リスク相当額（C） 0 6 26

取引先リスク相当額（D） 48 64 27

基礎的リスク相当額（E） 955 542 334

自己資本規制比率 （A）/（B） × 100 388.7% 338.4% 221.9%

（注）「金融商品取引業等に関する内閣府令」に基づき算出したものです。 

 

（4）使用人の総数および外務員の総数 

                                         （単位：名） 

 第８期 第９期 第 10 期 

使用人の総数 

（うち外務員の総数） 

61 

（57） 

62 

（57） 

44 

（31） 

（注）上記従業員には、役員、兼務役員、アルバイト、派遣社員は含まれておりません。   
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３.財産の状況に関する事項 

（1）第 10 期（平成 23 年３月 31 日） 

  ① 貸借対照表  

平成 23 年３月 31 日現在 

   （単位：千円）

資産の部 負債の部 

科目 金額 科目 金額 

【流動資産】 13,547,494 【流動負債】 12,654,246

現金･預金 顧 客 受 入 証 拠 金 

  そ の 他 の 預 金 761,321   店頭金融先物取引に係る顧客受入証拠金 12,353,432

顧客差入証拠金等 そ の 他 の 預 り 金 198,730

  店頭金融先物取引に係る顧客区分管理信託 9,430,000 リ ー ス 債 務 3,836

自己差入証拠金等  未 払 金 88,642

  金融商品取引に係る自己差入証拠金 272,754 未 払 費 用 3,091

未 収 入 金 未 払 法 人 税 等 5,948

  その他の金融商品取引に係る未収入金 15,622 その他の流動負債 563

  そ の 他 の 未 収 入 金 38,947       【固定負債】      25,856

立    替    金 預 り 保 証 金 13,800

  店頭金融先物取引に係る顧客立替金 4,771 長 期 リ ー ス 債 務 12,056

支 払 差 金 勘 定 負債合計 12,680,102

  店頭金融先物取引に係る差金勘定 2,967,260 純資産の部 

  その他の取引に係る差金勘定 △3,234 【株主資本】 1,245,007

仮 払 金 147 資 本 金 1,000,800

前 払 費 用 4,657 資 本 剰 余 金 

未 収 収 益 11,361   資 本 準 備 金 914,000

その他の流動資産 48,661  そ の 他 資 本 剰 余 金 100,000

貸 倒 引 当 金 △4,776 利 益 剰 余 金  

【固定資産】 377,615   利 益 準 備 金 34,091

有 形 固 定 資 産   その他利益剰余金 

  建 物 附 属 設 備 23,882    繰越利益剰余金 △803,884

  器 具 ・ 備 品 32,533 純資産合計 1,245,007

  リ ー ス 資 産 18,941  

  減 価 償 却 累 計 額 △16,152  

無 形 固 定 資 産  

  商 標 権 664  

  電 話 加 入 権 69  

  ソ フ ト ウ ェ ア 129,874  

投資その他の資産  

  子 会 社 株 式 94,990  

  長 期 差 入 保 証 金 92,812  

資産合計 13,925,110 負債・純資産合計 13,925,110

(注) 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。 
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② 損益計算書 

自 平成 22 年 ４月 1 日 

至 平成 23 年 ３月 31 日 

                 （単位:千円）

科   目 金      額 

【営業収益】   1,450,383

顧客からの受入手数料 43,379  

外国為替取引損益 1,337,983  

スワップポイント損益 15,841  

その他の営業収益 53,178   

【営業費用】   138,986

取引に係る支払手数料 138,986

【販売費および一般管理費】 1,193,380

営業利益（又は営業損失）   118,016

【営業外収益】   54,494

受取利息 32,751   

外貨建資産・負債に係る外国為替差益 15,675  

その他の営業外収益 6,067   

【営業外費用】   3,599

支払利息 725   

支払手数料 247  

その他の営業外費用 2,625  

経常利益（又は経常損失）   168,912

【特別損失】   1,088,585

固定資産除却損 959  

減損損失 1,078,459   

早期退職金 9,166  

税引前当期純利益（又は税引前当期純損失）   △919,673

法人税、住民税及び事業税   26,833

法人税等調整額   6,925

当期純利益（又は当期純損失）   △953,432

(注) 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。 
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③ 株主資本等変動計算書 

〔自 平成 22 年４月 1日  至 平成 23 年３月 31 日〕 

 

(注) 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。 

 

④ 注記表 

（継続企業の前提に関する注記） 

該当事項はありません。 

 

（重要な会計方針に係る事項に関する注記） 

１．資産の評価基準および評価方法 
(1)有価証券 
関係会社株式 
 移動平均法による原価法を採用しております。 
(2)デリバティブ 

時価法を採用しております。 
 
２．固定資産の減価償却の方法 

(1)有形固定資産 
イ.平成19年3月31日以前に取得したもの 

旧定率法によっております。 
ロ.平成19年4月1日以降に取得したもの 

定率法によっております。 
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 
建物附属設備  5～12年 
器具備品    2～20年 
ただし、取得価額が10万円以上20万円未満の少額減価償却資産については、3年均等償却に
よっております。 

(2)無形固定資産 
定額法を採用しております。 
なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づいてお
ります。 

(3)リース資産 
   所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産についてはリース期間を耐用年数と

し、残存価額を零とする定額法を採用しております。なお、リース物件の所有権が借主に移転

 株主資本 

純資産合計 
資本金 

資本剰余金  利益剰余金  

株主資本 

合計 資本 

準備金 

その他資

本剰余金 

資本剰余金 

合計 

利益 

準備金

その他 

利益剰余金 
利益 

剰余金 

合計 
特別償却

準備金 

繰越利益 

剰余金 

平成22年3月31日

残高（千円） 
1,000,800 914,000 － 914,000 34,091 67 999,091 1,033,251 2,948,051 2,948,051

事業年度中の変 

動額 
     

剰余金の配当 － － － － － －
△

1,100,001 

△

1,100,001 

△

1,100,001
△1,100,001

当期純損失 － － － － － － △953,432 △953,432 △953,432 △953,432

特別償却準備金

の取崩 
－ － － － － △67 67 － － －

合併による増 

加 
－ － 100,000 100,000 － － 250,390 250,390 350,390 350,390

事業年度中の変 

動額合計（千円) 
－ － 100,000 100,000 － △67

△

1,802,976 

△

1,803,043 

△

1,703,043
△1,703,043

平成23年3月31日

残高（千円) 
1,000,800 914,000 100,000 1,014,000 34,091 － △803,884 △769,792 1,245,007 1,245,007
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すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が企業会計
基準第13号「リース取引に関する会計基準」の適用初年度開始前のリース取引については、通
常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

 
３．引当金の計上基準 

(1)貸倒引当金 
債権の貸倒損失に備えるため、当社は一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等
特定の債権については個別に回収可能性を検討して計上しております。 

 
４．外貨建の資産または負債の本邦通貨への換算の基準 

外貨建金銭債権債務は、事業年度末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益とし
て処理しております。 

５．その他計算書類作成のための基本となる重要な事項 
(1)消費税等の会計処理 

消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。ただし、資産に係る控除対象外消費税は
発生事業年度の期間費用としております。 

(2)連結納税制度の適用 
   当社は平成23年３月31日の株式譲渡により親会社が変更になったことにより、連結納税制度の

適用をとりやめております。 
 

（重要な会計方針の変更） 

企業結合に関する会計基準等の適用 

  当事業年度より、「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第 21 号 平成 20 年 12 月 26 日）及び

「企業結合会計基準および事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第 10 号 

平成 20 年 12 月 26 日）を適用しております。 

 

（貸借対照表に関する注記） 

１．有形固定資産の減価償却累計額 16,152千円 

  
 

２．関係会社に対する金銭債権及び金銭債務 

   短期金銭債務                           4,617千円 

   

（損益計算書に関する注記） 

１．関係会社との取引高 

営業取引による取引高 

 

  営業収益 51,984 千円 

 営業費用 362,464 千円 
 

営業取引以外の取引による取引高 18,036 千円 

 

２．営業費用のうち主要な費目および金額は次のとおりであります。 

役員報酬        23,129 千円 

従業員給料      245,957 千円 

法定福利費       33,880 千円 

不動産費        45,530 千円 

租税公課        22,833 千円 

通信費         12,417 千円 

支払手数料      399,397 千円 

販売促進費      107,634 千円 

広告宣伝費      100,583 千円 

業務委託費      114,389 千円 

器具・備品費      40,932 千円 

 

３．固定資産除却損の内容は次のとおりであります。 

ソフトウェア        959 千円 
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（株主資本等変動計算書に関する注記） 

１．発行済株式の種類および総数に関する事項 

 

前事業 

年度末株式数 

(株) 

当事業年度 

増加株式数 

(株) 

当事業年度 

減少株式数 

(株) 

当事業 

年度末株式

数 

(株) 

発行済株式  

 普通株式 2,465 － － 2,465

 合計 2,465 － － 2,465

 

２．自己株式の種類および株式数に関する事項 

 

該当事項はありません。 

 

３．配当に関する事項 

決議 
株式の 

種類 

配当金の 

総額 

(千円) 

１株当たり

配当額 

(円) 

基準日 効力発生日 

平成23年1月28日 

臨時株主総会 
普通株式 150,000 60,852 平成23年1月28日 

平成23年1月28

日 

平成23年3月11日 

臨時株主総会 
普通株式 750,000 304,260 平成23年3月11日 平成23年3月11日

平成23年3月25日 

臨時株主総会 
普通株式 200,000 81,136 平成23年3月25日 平成23年3月25日

 

（税効果会計に関する注記） 

 繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳（単位：千円） 

   繰延税金資産(流動) 

    未払事業税                             808 

    貸倒引当金                                                        1,943 

繰延消費税                                                          179 

資産調整勘定                                                         59 

減損損失                                                        424,197 

繰越欠損金                                                      139,595 

評価性引当金                                                  △566,783 

 繰延税金資産(流動)合計                                             － 

 

（リースにより使用する固定資産に関する注記） 

 貸借対照表に計上した固定資産のほか、器具備品の一部については、所有権移転ファイナンス・リース

契約により使用しております。これらの固定資産については、重要性がないため、記載を省略しておりま

す。 

 

（企業結合に関する注記） 

共通支配下の取引 
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平成 23 年３月１日付で、株式会社ＧＣＩキャピタルの 100％子会社であった株式会社ＧＣＩ総研と当

社は、当社を存続会社として合併しております。当該企業結合は存続会社が、消滅会社の資産及び負債

を合併期日の前日の適正な帳簿価額を基礎として受け入れております。これによる計算書類への影響は

ありません。 

 

（関連当事者との取引に関する注記） 

(1) 親会社および法人主要株主等 

属性 
会社等 

の名称 
住所 

資本金 

（百万円） 

事業の内

容 

または職

業 

議決権等の

所有（被所有

）割合 

（％） 

関係内容 
取引の 

内容 

取引金額 

(千円) 

(注2) 

科目 

期末残高 

(千円) 

（注2） 
役員の

兼任等

事業上 

の関係 

親会社 
株式会社 

GCIｷｬﾋﾟﾀﾙ 

東京都千

代田区 
10 持株会社 

（被所有）

直接 100.0
兼任 1名

業務委託お

よび業務受

託 

業務委託 

(注1) 
6,000 － －

業務受託 51,984 － －

利息の受取

(注4) 
18,036 － －

配当の支払 1,100,001 － －

資金の貸付 840,000 

－ －
貸付金の回

収 
480,000 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

（注1） 株式会社GCIｷｬﾋﾟﾀﾙは親会社でなくなった平成23年3月31日までの取引を集計しております。 

（注2） 業務委託については、合意解約書を平成23年3月31日に締結し、解約しております。 

（注3） 取引金額には消費税は含まれておりません。 
（注4） 市場金利を勘案して、第三者と同等の金利水準を設定しております。 
（注5） GCI総研との合併にあたり、借入極度設定約定書債権債務放棄及び相殺の覚書を平成23年2月28日に締結しております。 

 

(2）当社の子会社および兄弟会社等 

属性 
会社等 

の名称 
住所 

資本金 

（百万円） 

事業の内

容 

または職

業 

議決権等の

所有（被所有

）割合 

（％） 

関係内容 
取引の 

内容 

取引金額 

(千円) 

(注2) 

科目 

期末残高

(千円)

（注2）
役員の

兼任等

事業上 

の関係 

親会社の子

会社 

株式会社 

GCI総研 

東 京 都

千 代 田

区 

100 IT事業 －
兼任 

1名 
業務委託 

業務委託 62,307 

－ －
ライセンス

使用許諾に

係る使用料

(注1) 

289,540 

子会社 

GCI Technol

ogy USA, In

c. 

米国 65 IT事業 
(所有) 

直接 100.0

 兼任 

2名 
業務委託 

業務委託 

（注3） 
4,617 

関係会社未払

金 
4,617

親会社の子

会社 

Forex Capit

al Markets 

LLC 

（注4） 

米国 － 

外国為替

証拠金取

引業 

－  － 

業務委託およ

び業務受託 

外国為替取

引損益 

（注5） 

1,337,877 NY未収金 5,508

支払手数料

（注5） 
60,265 NY未払金 25,023

カバー取引先
カバー取引

口座（注5）
－ 

自己委託保証

金 
141,738

取引条件及び取引条件の決定方針等 

（注1） 株式会社GCI総研については、当社と合併する平成23年3月1日までの取引を集計しております。 

（注2） ライセンス使用料については、平成22年4月より減価償却およびシステム保守に係る費用を勘案の上、月額70,000千円から固定分

16,000千円及び従量分に変更しております。 

（注3） 業務委託については、GCI Technology USA,Inc.の営業費用を基礎にサービス対価としての妥当性を勘案の上価格その他の条件を

決定しております。一般的な契約条件を参考に価格及びその他の条件を決定しております。 

（注4） 平成23年3月31日より当社の親会社となりましたODL JAPAN株式会社の親会社ODL GROUP LIMITEDの親会社FXCM HOLDINGS LLCの子

会社に該当いたします。 

（注5） 当社の関連当事者となったのは平成23年3月31日でありますが、当該会社とは従前より取引があり、平成22年4月1日～平成23年3

月31日までの取引を集計しております。 

（注6） 取引金額には消費税は含まれておりません。 
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（１株当たり情報に関する注記） 

１. １株当たり純資産額 505,074円11銭 

２. １株当たり当期純損失 △386,788円13銭 
  
 

（重要な後発事象に関する注記） 

親会社との合併に関する事項 

当社は、平成 23 年５月 16 日開催の取締役会において、当社と当社の親会社であるＯＤＬ ＪＡＰＡ

Ｎ株式会社との合併覚書締結につき、決議いたしました。合併日につきましては、7月 10 日を予定して

おります。 

１．合併の目的 

  当社は、平成 23 年３月 31 日付でＯＤＬ ＪＡＰＡＮ株式会社の子会社となりましたが、経営の効率

化及びシナジー効果の発揮を実現するため、平成 23 年７月 10 日（予定）を効力発生日として、ＯＤＬ 

ＪＡＰＡＮ株式会社に吸収合併されることとなりました。 

２．合併の方法 

  親会社であるＯＤＬ ＪＡＰＡＮ株式会社を存続会社とする吸収合併方式で、当社は消滅いたします。 

３．合併後の会社の名称 

  ＦＸＣＭジャパン証券株式会社 

４．合併比率ならびに合併交付金 

  ＯＤＬ ＪＡＰＡＮ株式会社は当社の全株式を所有しているため、合併比率の取り決めはありません。 

  また、合併による新株式の発行及び資本金の増加はなく、合併交付金の支払いも行われません。 

５．合併当事者の概要 

  (1)商号   ＯＤＬ ＪＡＰＡＮ株式会社 

  (2)事業内容 外国為替証拠金取引サービス業 

  (3)資本金  1,135,029 千円 

  (4)純資産  1,525,219 千円 

(5)総資産  3,069,562 千円 

(6)従業員数 11 人 

６．合併期日 

  平成 23 年７月 10 日（予定） 

７．配当起算日 

  該当事項はありません。 

 

（連結配当規制適用会社に関する注記） 

該当事項はありません。 

 

（その他の注記） 

１．減損会計の注記 

 当社グループは、以下の資産グループについて減損損失を計上しました。 

 ・用途   外国為替証拠金取引システム永久使用権 

 ・種類   ソフトウェア 

 ・場所   株式会社ＦＸＣＭジャパン 

 ・減損損失 1,078,459 千円 

 ・当該資産については、平成 23 年３月 31 日付で当社親会社であった株式会社ＧＣＩキャピタルがＯＤ
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Ｌ ＪＡＰＡＮ株式会社に対し株式譲渡をしたことに伴い、当社は米 FXCM グループの傘下となったこと

から、将来使用の見込みが明らかになく、備忘価額 1 円までを減損損失として特別損失に計上いたしま

した。 
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（2）第 9期（平成 22 年３月 31 日） 

  ① 貸借対照表  

平成 22 年３月 31 日現在 

   （単位：千円）

資産の部 負債の部 

科目 金額 科目 金額 

【流動資産】 14,837,482 【流動負債】 12,050,780

現金･預金 顧 客 受 入 証 拠 金 

  そ の 他 の 預 金 1,723,888   店頭金融先物取引に係る顧客受入証拠金 11,956,214

顧客差入証拠金等 そ の 他 の 預 り 金 37,228

  店頭金融先物取引に係る顧客区分管理信託 8,810,000 リ ー ス 債 務 3,684

自己差入証拠金等  未 払 金 46,730

  金融商品取引に係る自己差入証拠金 438,884 未 払 費 用 3,052

未 収 入 金 未 払 法 人 税 等 3,065

  その他の金融商品取引に係る未収入金 12,283 その他の流動負債 804

  そ の 他 の 未 収 入 金 52,977       【固定負債】      15,939

立    替    金 長 期 リ ー ス 債 務 15,893

  店頭金融先物取引に係る顧客立替金 629 繰 延 税 金 負 債 46

支 払 差 金 勘 定 負債合計 12,066,719

  店頭金融先物取引に係る差金勘定 3,077,966 純資産の部 

  その他の取引に係る差金勘定 △3,392 【株主資本】 2,948,051

短 期 貸 付 金 675,000 資 本 金 1,000,800

仮 払 金 9,061 資 本 剰 余 金 

前 払 費 用 7,726   資 本 準 備 金 914,000

未 収 収 益 15,060 利 益 剰 余 金 

その他の流動資産 18,106   利 益 準 備 金 34,091  

貸 倒 引 当 金 △710   その他利益剰余金 

【固定資産】 177,289    特別償却準備金 67

有 形 固 定 資 産    繰越利益剰余金 999,091

  器 具 ・ 備 品 13,121 純資産合計 2,948,051

  リ ー ス 資 産 18,941  

  減 価 償 却 累 計 額 △9,522  

無 形 固 定 資 産  

  商 標 権 559  

  電 話 加 入 権 69  

  ソ フ ト ウ ェ ア 1,719  

投資その他の資産  

  長 期 差 入 保 証 金 152,400  

資産合計 15,014,771 負債・純資産合計 15,014,771

(注) 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。 
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③ 損益計算書 

自 平成 21 年 ４月 1 日 

至 平成 22 年 ３月 31 日 

                 （単位:千円）

科   目 金      額 

【営業収益】   1,982,272

顧客からの受入手数料 58,216  

外国為替取引損益 1,835,788  

スワップポイント損益 27,267  

その他の営業収益 60,999   

【営業費用】   152,574

取引に係る支払手数料 152,574

【販売費および一般管理費】 1,995,139

営業利益   △165,440

【営業外収益】   37,556

受取利息 32,784   

その他の営業外収益 4,772   

【営業外費用】   3,146

支払利息 16   

外貨建資産・負債に係る外国為替差損 2,194  

支払手数料 68  

その他の営業外費用 866  

経常利益   △131,030

【特別損失】   41,780

固定資産売却損 884  

固定資産除却損 29,008   

その他の特別損失 4,303  

早期退職金 7,583  

税引前当期純利益   △172,811

法人税、住民税及び事業税   2,290

法人税等調整額   77,322

当期純利益   △252,423

(注) 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。 
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③ 株主資本等変動計算書 

〔自 平成 21 年４月 1日  至 平成 22 年３月 31 日〕 

(注) 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。 

 

④ 注記表 

（継続企業の前提に関する注記） 

該当事項はありません。 

 

（重要な会計方針に係る事項に関する注記） 

１．資産の評価基準および評価方法 
(1)デリバティブ 

時価法を採用しております。 
 
２．固定資産の減価償却の方法 

(1)有形固定資産 
イ.平成19年3月31日以前に取得したもの 

旧定率法によっております。 
ロ.平成19年4月1日以降に取得したもの 

定率法によっております。 
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 
建物附属設備 13～15年 
器具備品    3～5年 
ただし、取得価額が10万円以上20万円未満の少額減価償却資産については、3年均等償却に
よっております。 

(2)無形固定資産 
定額法を採用しております。 
なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づいてお
ります。 

(3)リース資産 
   所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産についてはリース期間を耐用年数と

し、残存価額を零とする定額法を採用しております。なお、リース物件の所有権が借主に移転
すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が企業会計
基準第13号「リース取引に関する会計基準」の適用初年度開始前のリース取引については、通
常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

 
３．引当金の計上基準 

(1)貸倒引当金 
債権の貸倒損失に備えるため、当社は一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等

 株主資本 

純資産合計 
資本金 

資本剰余金  利益剰余金  

株主資本 

合計 資本 

準備金 

資本剰余金

合計 

利益 

準備金 

その他 

利益剰余金 
利益 

剰余金 

合計 
特別償却 

準備金 

繰越利益 

剰余金 

平成21年3月31日残高 

（千円） 
1,000,800 914,000 914,000 34,091 625 2,000,958 2,035,676 3,950,476 3,950,476

事業年度中の変動額    

剰余金の配当 － － － － － △750,000 △750,000 △750,000 △750,000

当期純利益 － － － － － △252,423 △252,423 △252,423 △252,423

特別償却準備金の取崩 － － － － △558 558 － － －

事業年度中の変動額合計 

（千円) 
－ － － － △558 △1,001,866 △1,002,424 △1,002,424 △1,002,424

平成22年3月31日残高 

（千円) 
1,000,800 914,000 914,000 34,091 67 999,091 1,033,251 2,948,051 2,948,051
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特定の債権については個別に回収可能性を検討して計上しております。 
 

４．その他計算書類作成のための基本となる重要な事項 
(1)消費税等の会計処理 

消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。ただし、資産に係る控除対象外消費税は
発生事業年度の期間費用としております。 

（重要な会計方針の変更） 

 該当事項はありません。 

 

（貸借対照表に関する注記） 

１．有形固定資産の減価償却累計額 9,522千円 

  
 

２．関係会社に対する金銭債権及び金銭債務(区分表示したものを除く) 

 短期金銭債権 675,000千円 
 

 短期金銭債務 7,086千円 
 

 

３．当社は連結会社間における運転資金の効率的な資金管理を行うため、親会社との間 

で貸付極度枠設定約定書を締結しております。 

 貸出極度枠の総額 

貸出実行残高 

1,000,000千円 

675,000千円 
 

 差引額 325,000千円 
 

   

（損益計算書に関する注記） 

２．関係会社との取引高 

営業取引による取引高 

 

  営業収益 60,999 千円 

 営業費用 16,032 千円 
 

営業取引以外の取引による取引高 10,703 千円 

 

２．営業費用のうち主要な費目および金額は次のとおりであります。 

役員報酬        19,000 千円 

従業員給料      356,516 千円 

法定福利費       44,247 千円 

その他報酬給料     16,275 千円 

不動産費        58,724 千円 

租税公課        38,668 千円 

通信費         11,866 千円 

情報料         44,291 千円 

支払手数料      974,696 千円 

販売促進費       54,009 千円 

広告宣伝費      166,004 千円 

業務委託費      143,175 千円 

器具・備品費      29,462 千円 

 

３．固定資産売却損の内容は次のとおりであります。 

器具・備品          884 千円 

 

４．固定資産除却損の内容は次のとおりであります。 

建物附属設備       1,529 千円 

器具・備品       1,046 千円 

ソフトウェア       4,115 千円 

ソフトウェア仮勘定   22,317 千円 
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（株主資本等変動計算書に関する注記） 

１．発行済株式の種類および総数並びに自己株式の種類および株式数に関する事項 

 

前事業 

年度末株式数 

(株) 

当事業年度 

増加株式数 

(株) 

当事業年度 

減少株式数 

(株) 

当事業 

年度末株式数 

(株) 

発行済株式  

 普通株式 2,465 － － 2,465

 合計 2,465 － － 2,465

 

２．配当に関する事項 

決議 
株式の 

種類 

配当金の 

総額 

(千円) 

１株当たり

配当額 

(円) 

基準日 効力発生日 

平成21年6月29日 

定時株主総会 

（注1） 

普通株式 600,000 243,407 平成21年3月31日 平成21年6月29日 

平成22年3月12日 

臨時株主総会 
普通株式 150,000 60,852 平成22年3月12日 平成22年3月15日 

（注1） 基準日は前事業年度に属しておりますが、配当の効力発生日が当事業年度に属しております。 

 

（税効果会計に関する注記） 

繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳（単位：千円） 

繰延税金資産(流動) 

 未払事業税 781

貸倒引当金 288

繰延消費税 131

一括償却資産 17

未確定債務 256

繰越欠損金 144,451

 評価性引当金 △145,927

  繰延税金資産(流動)合計 －

 

繰延税金負債(固定) 

 特別償却準備金 46

  繰延税金負債(固定)合計 46

 

 

（リースにより使用する固定資産に関する注記） 

 貸借対照表に計上した固定資産のほか、器具備品の一部については、所有権移転外ファイナンス・リー

ス契約により使用しております。これらの固定資産については、重要性がないため、記載を省略してお

ります。 
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（関連当事者との取引に関する注記） 

(1) 親会社および法人主要株主等 

属性 
会社等 

の名称 
住所 

資本金 

（百万円） 

事業の内

容 

または職

業 

議決権等の所

有（被所有）割

合 

（％） 

関係内容 

取引の 

内容 

取引金額 

(千円) 

(注2) 

科目 

期末残

高 

(千円)

（注2）

役員の

兼任等

事業上 

の関係 

親会社 
株式会社 

GCIｷｬﾋﾟﾀﾙ 

東京都千

代田区 
1,502 持株会社 

（被所有）

直接 100.0
兼任 1名

業務委託お

よび業務受

託 

業務委託 

(注1) 
16,032 － －

業務受託 60.999 － －

利息の受取 

(注3) 
10,703 

関係会社未

収金 
10,703

配当の支払 750,000 － －

資金の貸付 2,080,000 

短期貸付金 675,000

貸付金の回収 1,405,000 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

（注1） 業務委託については、合意解約書を平成21年10月15日に締結し、解約しております。 

（注2） 取引金額には消費税は含まれておりません。 
（注3） 市場金利を勘案して、第三者と同等の金利水準を設定しております。 

 

 (2）兄弟会社等 

属性 
会社等 

の名称 
住所 

資本金 

（百万円） 

事業の内

容 

または職

業 

議決権等の所

有（被所有）割

合 

（％） 

関係内容 

取引の 

内容 

取引金額 

(千円) 

(注2) 

科目 

期末残

高 

(千円)

（注2）

役員の

兼任等

事業上 

の関係 

親会社の子

会社 

株式会社 

GCIﾃｸﾉﾛｼﾞｰ 

東京都千

代田区 
100 IT事業 －

兼任 

1名 
業務委託 

業務委託 66,160 

－ －ライセンス使用許

諾に係る使用料 

(注1) 

892,000 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

（注1） ライセンス使用料については、平成21年8月より減価償却およびシステム保守に係る費用を勘案の上、月額83,000千円から70,000

千円に変更しております。これにより当期純利益が104,000千円増加しております。 

（注2） 取引金額には消費税は含まれておりません。 

 

（１株当たり情報に関する注記） 

1. １株当たり純資産額 1,195,964円05銭

2. １株当たり当期純利益 △102,403円19銭
  
 

（重要な後発事象に関する注記） 

該当事項はありません。 

 

（連結配当規制適用会社に関する注記） 

該当事項はありません。 

 

（その他の注記） 

該当事項はありません。 
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（3）主要な借入先および当該借入金額 

第９期および第 10 期について該当事項はありません。 

 

（4）保有する有価証券の取得価額、時価および評価損益 

第９期および第 10 期について該当事項はありません。 

 

（5）デリバティブ取引の契約価額、時価および評価損益 

第９期および第 10 期について該当事項はありません。 

 

（6）財務諸表に関する監査証明について 

   会社法第 436 条第 2項第１号の規定に基づき、第９期および第 10 期の財務諸表についてビーエー東

京監査法人より監査を受けております。 
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４. 管理の状況に関する事項 

（1）内部管理の状況の概要 

  当社は、経営全般、組織、人事労務、総務、経理・財務、業務運営、金融商品取引業に関する社内

規程を整備し、取締役をはじめとする各役職員が責任及び権限を持って適正に業務を遂行しておりま

す。社内管理態勢として、コンプライアンス担当取締役を内部管理担当役員、併せて各部より内部管

理責任者資格試験合格者を内部管理責任者として取締役会で任命し、各部の業務の適正性を確保する

とともに、業務上の問題点、法令遵守態勢の強化を図っております。また、月次の取締役会にてコン

プライアンス担当取締役からの法令遵守状況等の報告をしております。また、リスク管理については、

管理部が所管し、市場リスク、決済リスク等の各種リスクを把握し、その結果について当社リスク管

理会議にて報告すると共に、重要な問題について討議し、その対策を決定しております。また、コン

プライアンス部が業務の適正性、適法性の観点から内部監査を実施し、内部牽制機能を強化しており

ます。上記のほか、社外の顧問弁護士から法解釈やリスク対応等の助言を受けております。 

 

（2）区分管理の状況  

（法第43条の３第１項の規定に基づく区分管理の状況） 

 管理の方法 当期末残高 前期末残高 内   訳 

金 

銭
金銭信託 9,430 8,810みずほ信託銀行 

有
価
証
券
等 

該当なし － －－ 

 

 

５.子会社および関連会社の状況に関する事項 

親会社：ＯＤＬ ＪＡＰＡＮ株式会社 

  子会社：ＧＣＩ Ｔｅｃｈｎｏｌｏｇｙ ＵＳＡ, Ｉｎｃ. 

 

 

以上 

  


